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第１ 編　総則 第３ 章　災害八び被害の想定

竜巻被害

竜巻は、 これまで本市において確認されてお りませんが、を生のｉｉｌ能性が皆無ではな く、 他竟
心－ －「 」　 －　 １－　 １１ ｇ　 ｌ　 ｌ　 ｌ－ －・－ふ ｈｔｔｐ ：／ ／ｗｗｗ ．。

域の事例を見れば大き な被さが予想されます。
ａ　 ６　 ｊｊ　 。　　 －　 －　’

このため 、気象台から会津地方を対象と した竜巻ＵＥ意情ＳがＲ表 されたＳ合、 竜巻・ｔ確度ナ
ウキャス トでＪ７１回のＲ生確度をＳＳする とと もに、蜀跳の１１の状Ｒに注意 し、 積ＩＬ雲のｉ！ｉづく兆
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し（黒い雲、 大粒の雨、冷たい風） がある場合には、 頑丈な建物に入るか窓から離れるなど安を
確保するよう住民に呼びかけます。

６ 火山噴火

火ＬＬ」噴火については、 対象となるａ火ＬＬ」 としては磐梯ＬＬＩがあります．
専市曵迄、積鶚期における隹雪１１大日ＪＥ流に よるＭ東皿廓．一部に水さ被害やほ灰によるＳ
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響を■けるるれがあり ます。’ 磐梯ＬＩＪの火にｊｇ動がｇＲ化し、噴火又はそ（わ・れめあ るｌｉきは、 Ｊｉ
域をＲ等ｌとた険があると認め られる場合において、 その災害を軽減を回るため、連絡、 広報、’避
禁等り・ヽ要な対応が求められるほか、を隣市りれからめま域ａ難もＳＩこされるこ とか ら、 や加・
年９ ＪＩ に改ＩＴされた［磐梯ＬＬＩの火ＬＬＪａ動がきヨ１イヒ したＳ合の３Ｓ難Ｗ虱］に４づき、 火ＬＬＪｇ動の推
移に対応 して行われる各機関の防災対策 と連携を とり つつ、災害に対する適切な対策を行って
いく 必要があ りま す。

７ そのｆｔ！３都市ＩＭａｌ害

筍、子力Ｘ害をは じめ、火夕ｔ類・ 有毒類のＳＲや、 高速化に伴う 夕・事故の大規模ｆヒ・、 ４イｉの
ｌｌ．－Ｊ－－ユーＩχ・　 ・　 ｉ。 ふふｒｒ　 ・　 ■ｌ四１乙・ かｊｊふ＿ミ －　 ａ・ Ｚミ　 ～ミ

・－　　 ９「

変化ｊｌび都市化によ り複雑かつ大規模な加害が予測されます。

８ 広域・害

東日 本大震災のよ うに大規模な災害が他市Ｒｆ村で起 きた場合や、 素子力災害等に伴い居住地
⌒ｉｌ． ・〃 １４ｍＪｊ＿ ｌｌ－Ａ ｉ．Ｓ　 １　 １．　 ｔ＝・ｊｌ－・Ｉ　 ＩＳ　 ａ　 ・　 －・ －・・』 ・　 ・　　　”－　　 一一 一．－． ミ　 Ｉ・　 －Ｉ－Ｗ

での生活がＳ難な場合には、本市への避難者も相售数になるこ とが予想され、これらの受け入れ
体制の珮築が必Ｓです．

また、本市を含めた寉、滅白！Ｊな ｊ自滅でＸ害がＳ生したＳ台に備え、他ｊｌ滅へのｉｌ難等を ＦＩヨ滑に行
う手法を検討 しま す。
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第２ 編　災害予防計画　 第４ 章　ｔ震な外の災害笥策

ウ。 が策本部で実施する応急対策が概ね完了 した とＲｉきまれる場合
（３）防大が策（二ま被害）
道路の除雪は、戔火活動に大きな影響をＲぼすため、 市は、消防磯回と連携協議のう え、

Ｘ肖火栓や防大水槽等が使Ｊ≡目できる状態の確保に努めます。特に、 翕防団Ｒび塲防関係機関
の自 圭的除雪の協力を求め、た報やき回指導を１１じ火災予防についての周 お］徹底を回 りま
す。

ＩＳ５Ｓ　ｉきが策
竜巻については、 他の気象災害と瓦較し予測精度が低い状況にあり ます。ただし、突Ｘに遭遇
するぬ率は低いものの、甚大な被害を八ぼすことから、気象竹がＲ表する竜巻Ｒ生確度ナウキャ
ストや竜巻を意情報を活用 し、 前兆現象 「積ＩＬ雲惓遥づく兆し」 等、 気象の変化に十分を意する
よう 適切 な情報伝達を行い ます。

１１６１１　 宍ｄｊｌ・ｌｌＳ・

１１　 住Ｅ等にタｉｌする回知・ 啓発

ぷ、 関｛京市ｇ村ｊ：び関吸鵈泓とを携し、 磐梯山におけるａミたの噴大の状況等に・づき、 Ｘ害の
Ｒ生が予９される区域を把・すると ともに、 大ＬＩＪａｘＱツプをｆｌヲ縦 し、 火１ＪＪ ｔｉｌｉ報やＳ難情報 （ゆ
火警戒レベル）等の伝達経路、 避難所等の避難措置について、 住Ｒ等へ周加 ・啓発を回り ます。

２　 火山災害対策

（１ ）噴大警報等の示達

磐梯 Ｌｂ は、 福島ｊｉ方気象台Ｒび仙台管区気象台ｔ域火 ＬＬＩ監視・ 警報センターによ り、 ２４時
翫体鼈で観測 ・ｌｌ視する とと もに噴火警報等の情Ｓが・表され、ＷからＭから総合情報湎厖
ネッ トワーク等により 市回Ｉ村へ情報ｌａ供されます。
本市は、 必Ｓにぷじ関４京機関ｊ；び住民に対し、「磐梯ＬＩ」の噴大髻加・の伝・系統」にＥ載し
た伝達体制に より Ｊ７１加 を回 りま す。

４火警報等の祠ＩＳ

種　　類 内　　　　容

噴火警報 （笆住丿七域）
又は噴火警報

噴火に伴ってＲ生 し圭命に危険を八ぼす火口』現象（大き
な噴‾卮、火砕流、を恤型火ＬＵミ流等、Ｒ生から短覬間で大口周
む２やを住加減に ｊｌｊ達 し、 避難までの時間的お予がほ とん どな
い火畆現象） の蔓生やその拡大が予だされる場合に、 「警戒
が必要な範囲」（生命に危険を八ぼす範囲） を９示して発表
されます。
「警戒が必要な範回」 に見性尨減が含まれる蕕旭は「噴火警
報（笆イ包地域） 」、 含まれない場合は 「噴火警報（大口鶚
辺） 」と して発表 されます。
噴火警報 （悟性崑城） は、 警戒が必■なｇをｔ域を含む市
Ｆ村に旆する火ＬＬ」現象特Ｓり警報に位置づけ られます。

噴火警報 （大 口周ｍ）
又は火口周丿警報

噴火予報

予想 され る火 畆現象の状Ｒが静穏で ある 場合その他大口
虱ｍ等においても影響をＲぼすおそれがない場合で、 火は」の
状態の変化等を・加する必要がある とおめる場合に発表さ
れます。

噴火速報 噴大の戛生蓐実を迅速にＲ表する情報です。　・ＬＵ者や・ｉＺ２
のを民に、火は１が噴大したこ とを端白刎こいち早く 伝え、身を
守る行動をと って もら うために発表されます。
なお、９、下のよ うなき合 には発表 されません。
・普段か ら噴火し てい る火 ばｊ で、 普段 と同規模の噴火がＲ生
した場合

－５５－



第２縦　災害予悒敖両 第４章　逖震Ｊス外の災害筒策

・噴大の規祖が小 さく 、噴火がＲ圭 した事奥をす ぐに確認で
きない場合

火畆の状荒に関する
開鼈情報

火畆Ｘ・、生地なや微動回数、 噴火等の状Ｒや警戒事琢、をな りま
とめたもので、定期的又は必要に応じて臨時にＲ表されま
す。

臨時にを蓑する際は、 火串活動の高まり が伝わる よう 、臨
時の発表であるこ とが明示されます。

降灰予報 （定時）

ふ

降灰予報 （速報）

嗷

降灰予報 （詳細）

火

火ＶＬ４ ガス 予報
悟住恕瓏に長毀間をＳする よう な多まの火山ガスの放ｉ
がある場合に、火はＪガスの濃度が高ま る虱能性のある恕皈を
Ｒ表する予報で、 気象勁（Ｒび仙台管区気象台） からＲ表さ
れます。

叺畆恬動解説資料
ｊ七回や回を等を篦いて火嵒咀動の状ミや警戒事項を詳細
にと りま とめたもので、毎ＪＩ 又は必要に応じてａ時に発表さ
れま すｏ

５６－
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第２ 編　Ｘ害予防計画 第４ 章　地箍髟、外の災害対策

（２）異常ｇｌ象等の報告等

噴火、降灰、ち動 ．ｊ自ａの上昇等災害がＲ生する５れが ある 異常な・象をＲ■ した者は．市
抖ＩＪ加ぬｇＭ． ヽ－－　ｌ　 」ヽ ヽ１－１ －・ ・り・・－－ ｌ－　－‥

－－　 「■　 Ｊ＝－

ｉＴ村は警察Ｓ等へａ報しなければなり ません
■　　 四〃・・ －　 ｄ　 －ＩＦ９ －ｆ’ｙ ゛１ ゛ｌ ｓ’７　 ／　 ㎝Ｕｆｙ□

本市においてａ報を受けた場合は、 磐梯 日』情報連絡系統回に より 関係機関へ連絡し ます。

磐梯１Ｕ情報連絡ｉ統回
一一一一一一 ‥－ 一一 一一一一 一一 －一一一一一一

異常祖象ＲＲ者
（住民、 をゆ者、 観光客、 観光施鼈職員等）
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第２ 編　災害予防計画　 第４ 章　 ｔｔＭ震ぶタトの災害対策

（３）・ｇｌ対ｌ事業等の■ＩＥ

火ＬＵ災害による被害を防止又は軽減するため、 必要に応じ次の事業等の推進を回り ます．
①． め災きａ加ｉａの・Ｓ

②． ４Ｊ天は去事業

③． ぬ縦台水事■

④． ＩＭち事・

⑤． ｇＪ Ｉ＼の水質汚濁めを事業

⑥． 火ＬＵ・象の調ま、Ｗｔａびその成１１のをＲ

（４）■・情Ｓのｑ又・ａびａ■

火ＬＬｊｘ害に関する情Ｓのｑ又集Ｒび伝達について は、 Ｆ第 ３編第３ 章情報のな集 ・Ｒ達」 によ
り、 ｉＢ連な情報のな集Ｚ１び伝まに努めます．
なお、１１又集Ｒび伝４する情報の事ｇは次のと おり です．

①． 大四皿びｆｔｇｉ爽肖の状倪

②． 要救９きのまＳ

③． 住Ｒ・のき難１犬況

④． 嗷火Ｍ４Ｓ１２えび大 日Ｊ ｇ・の状況

⑤． 寉翹の範囲や

⑥． Ｓ難・Ｓａび夕ｉｊの確保の象況

⑦． その他必要と認める市ｇｉ

（５）ｉ！期の・難■き・の提９ｔ

住Ｒにが して、「第３ 縦第 ６章第１ 節（４） Ｍ難勧き等のＲ令ＪＩ準（火１１Ｊ Ｘ害）Ｒび噴火丶
或レベル」にｉむづき 、壓梯ロ』の噴火等におけ るｉｌ難勧告等の縦令によ り、 「第 ３編第４ 章災害
時の宦、報」 によ り． 避難等をきします．

ｌ・７１　Ｓ市！ＸＭ災ｌ・が・
素子力災害をはじめ、 火気類・ 有毒類のＳ発や、 高速化に伴う 交ｊ！ｊ事故の大規模化等、時代の
変化八び都市化に より 発生する各種の災害に対し、十分な予防が策を行い、 災害■生時には被害
を最小ｍにまめる よう 体制 を整えますｏ

｜第８・　・ＳｌｉｌｍｌＳ
他丿自域で災害が起き た場合であっ ても 、その規模が大き い場合や、Ｒ生場所によっては、本市
への避難が求められる場合が想定されます。
本市は、ｔけ入れｉｉｌｔな状況にある 時には、 人・白ＩＪな ｉ：Ｓから率をしてま援を行います。
なお、市は、 あら かじ め他市む村か らの避難者の受け入れを想定した計画を策定 しま す。

５９



第２ 編　災害予防計画 第５ 章　万難 ・誘導体覬づくり

４ 利・区がごとの避難所指定

（１ ）広域避難

（２）

な嵬災害によ る市夕卜避難者等を受け入れる場合、期回が長期にな り、 駐車場等の確保も
必要 とな るこ とか ら、 「長期避難者施設」と して会津総合丿動ぬ園 ・あいづ総合体育館等を
指定 しま すｏ
自主避難 ・局地的災害
自主避雑考や局地的災害時の一時避難所として、 覧区ぬ民館やコミュニティセンターにおい
て対応する場合があります。

５　 ・害時協定による福祉３１難所 ・二）叉避難所の確イｊｉミ

指定 した避難所内の一般スペースでの生恬が困難な方が（ＳＥ盧者）の避難所と して、心ダ
に応じて福祉避難所を開ｎするため、市の福祉施鼈や民間福祉施設との災害時応援協定により、
福祉避難所の指定をまめます。
また、避難所スペース に下呂が えｉきまれる 事態や、 避難が長期化する場合 を想定し、災害時応
援協定等を締結し、旅館、 ホテル等を二次避難所として開Ｒします。

６ 施Ｓ管！１１者との事前協議

Ｘ害嶌にＦ］ 滑なｉｌ難所の兼営ができ るよ う、ｔ難所である ／」ヽ中学校施ａの管１１きである教育
－八 －～ ・ａ ．・・ｆ．｜ぶ１　 １．乙 －゙ｈ ｔｔｐ：／／ｗｗｗ．＝ｒ ｊｌ ・・ ・●　　　　 ・・ －・ ・　 －　’

委員会八び学校と施設の整備、 災害時体制について協議します。
→｜．ｌｌ　Ｓ　 ・・　 －・ふ・ｉＪＭ　 ．Ｓ　 －９ ．Ｊ－１ ．　 ａ回 。－－　　－

．． 一一　　 ａＷ

ｊｉ本白刎こは、 教育施ｔであるこ とにＩＷ意し、使ＪＩ施ａの優・ＪＩ回位、 教職Ｗ喬のを割を含むＳ難
所ｊＥ営力法等を定め ます．

また 、指定管ミ施鼈を避難所と する 場合には、指定管ミ者 との間で事前に避難所ミ営に関する
役割分担等を定めます。

７ 避難所に避難された方夕等に回する情報提供

市は、避難所に避難された方がやそれな外の場所にぶ難している被災者に関する情報の把握
帑め、家族等からの安否確認に筒ちでき る体制を構築しますｏ

Ｉ第２節　避難誘導体制の整備

１ 避難誘導体制の確立

（１ ）ｌ！難Ｓ導環境のを備

市と 防災機関は、 ひ下の対策になり 組み 、Ｒ滑なｉｌ難誘導が でき る環境を整備 しま す。
①． ｉｌａ情報１１供のＩｌｔＪＩ準策定
避難の指示や勧きを適ＩＪに９令するため、 「Ｓ難勧告等に関するガイ ドラ イン」（ｐｉｌ

Ｊ肖防爽担售）のａｔ例を踏ま え． ｌｒｊａ ｎｌＪかつわかり やすい指ｔを ｊｎ いたＳ難指示 （緊
急） 等の判断基準を策定し ます。

②。 避Ｗ皿のまを化
地域と協議し、ｊｌ難４縦やＳ難所・Ｊ肖Ｍ２の恆詼箇湊を！握に努め、ｔ難誘導をぞｉ う際に
は、 顋、害の状たにル じたき難経Ｓを■ らかにすると とも に、 ま域ｉ！難が４ど、要なＳ台にｔ
えて。そのルート の確認を行います。

・・　 ヽ－ Ｉ． －ｆ Ｓ９ １＝ ｊｈ ｔｔ ｐ： ／／ ｗｗ ｗ． －－

。・
゜・ ‾　　　　　’

また、き難を脆を火災やＭあからに護するため、 道路に面する嵬物等の不鸚化・ 耐震
４／四｀ル１ ふｌ

化を促進 しま す。
③． ｉｌＳ４あ所等のｍｔＲび・加奈Ｊを
市は、避難路、避難場所等をあ らか じめ指定 し、 市ホームページに掲載するほか、ハ
ザー ドマ ップ、家ａ万１めＸカルテ、市政だより 等で・４１加を回ると とも に、ｍ！に４１１
”ｈ ｔｔｐ：／／ｗｗｗ． 。－ 一一 。－　 一一 ミミ ミＷ ・　 ・Ｉ Ｓ・ －・ ‾｜ ／ｊ ・Ｆ ７・

等を鼈雅ｊｔ、ＲＷ徹底に努めます。
また、避難場湊を指定して誘導標識をＲ置する場合は、日本工業規格に基づく災害種

１Ｉ」一般回記号 （ピクト グラ ム（絵タ：字）） を使万１ して、どの災害の種ＳＩ」 に対応した避難
場所であるかを明示するこ とに努めます。
一一－回－　 ・－＝－－－　 回＝ｋ・・

（２）避難誘薦のｍ滑な実施体勢』
ｒ　 ＿　 －１　 Ｉ－ ・Ｓ ．ｒ －１　 ．．・

市は、警察そや消防と連携 してぷ下のが策に・り 祖み、住Ｒが日滑にａ難できる体鼈を・

－６２
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（２）ミ健誘導のＲ原な実施体覬
市は、警察・や消防と 連携 してぶ下の笥策に旬、ち祖み、 住ＲがＰヨ滑にミ難できる 体制をを
備します。ま た、 哭售嶌完を協さを締結している警備会社等が、これに協力する体制で行いま
す。

①。 ミ健誘導体髱のを羸
大規模■害Ｒ生時にＭ９４所へのＦ９滑なａ導をｆｉ うた め． ｊ４１１域のた険ｌ・Ｓを踏まえ
た避難誘導体制・ 方まを検討し、災害時に備えます。
■Ｉ 一匹 ＪＪ ■　 ・回 。一 回・

②． ま報きＳのを攸
大規模災害発生時に避難者の避難行動のＦ９滑な実施と緊急車両の自行を確保するた
め、 日頃から適リＪなた報活動を行うものと します．

③． き難行動要ま援希の屬．難戈を
災害時において 自主避難が困難な高齢者や障がい者等の 「：

Ｉｌ－Ｓ．－　 １四 Ｓ・ ・　 ｉａ ●Ｉ －． －　 ．． ・Ｓ
ノゝ －・ ・ｊ ・－ ９～ ７　 ゝχ －Ｉ －心 六ｒ ／ヾ 四六 ｒ’ ふＩ ＯＪ ＭＩ Ｊ’ロχ Γ午 り’ ｖ　 ’ｔｉ

ては、ミ難行動準備情報の提供や地域による筒応など、
努め ます。

阜の 「避難行動・ま後者」 につし
年期 に避難で きる 体制 の整備に

Ｉ第３節　観Ｍｓ客等帰宅・難者への対応
観光客等 （帰宅唇難者を含む。 ）の一寢的な滞在者は、本市の地ミに不案内でお り、 必要な情
報を得る こと が困難な場合が想定さ れる とこ ろか ら、 ひ下の旬、組みを進め るも のと しま す。

１　 市内ｊき域への・害情報の自ｇｔ

大規模災害時には、緊急速報メ ールやＦＭ放送等も活ｊｌｌし、市内を域に情報を発信します。

２　 観ＭＳ客等に ｌａ慮した加害情報の自供

（１ ）観光マ ップに防Ｘ施ａ等の情報を盛り ｊきみ、 観光客等へＥちするこ とを検討 しま す。
（２）ｌｇ害Ｑに観うｌ客黔にぬＪむ夕・機関Ｓむ情報やｊｌＳ・所・ ａ難所情Ｗ喬をホームページ等
をｇＪ目 してＪＺＩお］し、避難誘導する体制づくり を進めます。

（３）観光客等に対して、 Ｘ害情加や交ａ情Ｓのａ１供をむう など、速やかにｇ住加へ帰ｔできる
よう イＪｉｌ します。 また、帰ａが｜難な場ｉ合は、 ｉＳ難所をｇ介します。

Ｉ第４節　本市以外への広域避難に関する対応
本市の大規模Ｘ害時に は、 市Ｒが災害時相互応援協定締結 自治体等、他の市ｌＴ村に一時的に避
難するこ とも想定されます。
こう した場合に、Ｒ滑なが応が・れるよ う関係自治体や県と協議砿、な域避難がｉｉｌ能 となるよ
う具体的な避難先や移動方法の想定を行い、 ■ヽ・に応じ新たな災害時相五応援協定の締結や輸
送事業者 （バス事業者）等との協定締結を推ｉｔ し、 ｊｌ難手法の確保を回 ります。

ホＸ害ｌ考相五に援協定締結市 ・・ 長回市、 米沢市、 日野市、 横須賀市、桑あ市、ミ条市

Ｉ第５節　他地域からの本市への広域避難に関する対応
磐梯Ｕ」 の噴火や東日 本大震災に伴 う原子力発電所事故のよう な大規模Ｘ害時においては、Ｍ
内他市Ｆ村や災害時応援協定締結自 治体等を はじ めと したな域的な避難が予想さ れま す。
こう した場合に。 本市は－ｉｌ能なｌｌ りｉＳ鏤者等の受け入れに協力 し、 また、ＦＩ］ 滑な棄ｔ応が取れる
よう 関係 自治体や県と協議 し、 本市への霍、域避難受け入れ体制の構築を図 ります。

Ｉ第６節　避難ＦヲｉＳ営体制

１ 避難所運営マニュアルの作成

市ａ、、市Ｒ と協働で避難所ＩＥ営する 体制 を構築す るた め、 住Ｒ と協議の うえ住民 『Ｑ けの ｒ避難
ゝ㎝匹＿　　 づ．・． ふｆ乙－ ｌ・　・　 心ｘｉ－マー〃－ぶ． －乙 １ニ ’、 、７　７”－．＿． ．こ 』１ ’｀ Ｉ゛ ‾゛ ．’ 〃／｀。・　 －　 －　 －　 －－ －・ －Ｖ ゛　 ｙ　 ’ミ ｜＝ こ・ １４ ’Ｊ　 ’心 ハー

所Ｓ営マ ニュ アル」を作成 し、 各避難所の管ＪＩ者にａａ布すると とも に、 地域や市Ｒに周知 しま す。

６３－
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２　 福祉３１難所兼営マニュアルの作成

福祉き難所は、ミ難所の一般スペースでの生ほが唇難な方が生恬する場とな り、 中でもｒ介護
を必要とする高齢考」 や「障がい者」へのま授か中心となるこ とが考え られるこ とか ら、 Ｘ害爽
応援協定を締結した民間福祉旌鼈と協力 しながら、そのミ営にあた ります。 その際には、 「福祉
万難所鼈置・ ミ営マニ ュアル」 を作成し、各施鼈と協力しなが ら対応します。

６４－
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警察 署等
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ｌｔ気四き ぎ難所

砂防ｌｉや纎 ！（ その ４１）： ４き畴 でこＵｉａ，ＩＳＩｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．。。
【ＳｇＳ所】

ｉａ難場所は、小中学校、 県でな高校、篦区ぬ民館、 会津大学、な園、 体育館等です。
災害時に一時的にき難する場所であ り、 宿泊はできません。
日識から １１難所。避難場所ま での経路を確認し、危険箇所を把！握しまし ょう。
また、高齢者、障がい者な どのＳｉｉ！虚者は、 避難に助けが必Ｗです。地域住Ｒと 協力 して、
助け合ってｉＳ難しま しょ う。

【ｉｌ難所】
避難所は原則 としてｌｉく の小 ・中学校です。
一時的な生ほの本拠丿自と なる もの とし て、 市が提供する仮宿泊施Ｒです。

【避難のＥＳｍ】
「被害想定に とらわれないこと 」「Ｘ害条件下で最善を尽くすこと 」「 自分が串先して避
難す るこ と」 です。
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第２編　災扈予め計画 第８章　防災知識の普八計画

（２）「家庭Ｊ１１ａχカルテ」、 「ハザー ドマ ップ」・をイタ４、ｉｌあ しま す。
（３）市のホームページやデジタルサイネージをほＪ１１ し、 ｌち災に関する情報を縦１ｔＪｔします
（４）新回、 ラジオ、 テレ ビ、 チラ シ等をａＪｌｊした市民への周お１を積極白りに取り入れます。
／ＣＳ・ｍふ ーざｆｊ ぶ．Ｉ　Ｉ，　・、－Ｊ＿～ －－ ●● －　 ｌ●－● －－ －｀ 一”

－－　　 １　 －ｊ

（５）ままのＸ害状Ｓや予Ｓヌ１策の状ＳをＲｊ縦し，ぬ表し ます，
♂ミ１～Ｉ　 ●● 一一．． ，●　・ ‥－ 。。 －　 。・ ●／ 一一 ｎｗ ｒ’・’ ｗ・ 四７χＷ Ｓ７０

（６）Ｓｘｌｌｊ縦やａｌｌ加講座の実施にあた り、 「回ＪＸ士」 のａＪＩＩを回り ます。

Ｉ第２節　自主防災組織の育成一 強化
七城住ミ八び事業所に よる 自生的な防災ほ動の推ｔのため、自 圭防災組織の結成促進、ｊ七城防
災リ ーダーの人材育成に努めます。
なお、自圭防災組織の結成促進にあたっては、Ｆ内会、地区、 学校、事業所等を単位として行い
ます。

Ｉ第３節　防災訓練の充実
災害時に十分な防災恬動を行う ため には、平時におけ る鼈練の積み重ねが重・です。
また 、１１兼の実施に あた って は、 防四翫磯ＭＲび地域イ包民 との連携が重・と なる ため、総台
的な訓練の実施を主体に、 地域 ごと の防災翕Ｉ練実施を支援する体制を構築 しま す。

１　 総合防・訓練

市は、大規模な地震、 風水害等のを生を想定 し、 防災関係機関、自 圭防災祖織、 Ｒ間を業、ＮＰ
Ｏ・ ボラ ンテ ィア等ＲびＷＥ虚者も含めた多 くの地域住民等と一体となって総合的な防災訓練
を実施し、肺尖対策の習熟 と肺Ｘ関係機関相互の連絡協調体制の確さを回り 、併せて住Ｒの肺Ｘ
意識の高揚を回り ます。

中心とな る覓Ｘをき定、を回し 、回 目に各ｔ区において実施す る「全市的な実施」を 目指 しま
すｏ

また 、季節や寢戛帯に変化をも たせるな ど、 様々 な状況をだ定 した １１１練や「情報伝・ｐｌ練」 ｒ避
難鸚練」 「応急対策訓練」 「避難所ミ営訓練」な ど多様な訓練を行いま すｏ

２ 地Ｚ防・訓練

ｔ域住民や事業所等が協力 して、ａ難訓練や３Ｒ難所Ｓ営訓練を実施します。
ｔかＳｌ ｍ加Ｊ． み、－４ＭＩ－ぶ ・、。Ｊ 工Ｊ　ｈｌ ．ｊｂ凹凹●之● ・・一一一　　 ‥－－　　 ●● －－ＪＳ－・ＪＩ・－ －四 ／Ｉ ＩＩ／Ｉ Ｓ－ ／～ ｆｕ－～ ㎝ノ○

そのｔ、麑嵬からのＲ望に応じて市や防災関係機関は、職員の派遣や備蓄あのｔＪＩＩ、 標準的な
１１１練 Ｆｊ９容の情報提供な どぶ、Ｓな協力に努めます。あわせて、叭前講座の実施や避難所Ｓ営ゲーム
（ＨＵＧ）を実施する こと で、 防災加識の普Ｘを図り ます。

３ 水防訓練

国・ 県圭催に よる 水防 ぷ｜｜徐に消防回等が参加する とと もに、
ｌ～ 心ぶ ＩＪ乙

的に実施 しま す。

４

本市における独自 の訓練を計画

火山防１１１訓練

火ＬＬＩ・害 の被害６減を回る ため 、火 ＬＬ」防災マ ップや噴火警戒レベル等をａＪＩし 、状χに応じた
ｔｆ．Ｓヨぶツａ　 ６ｎかふＬＪヽコＩ「 ６亠Ｊ－・Ｌ ・． ・．１

－　　ミ

対応を屬混する等、実践的なｉｌＸ練を実施 しま す。

５ 消防訓練

■防ポンプ操まの基本眷練Ｒび救急救助訓練等を行います。
また、住Ｒ参加に よる初期・火訓練も行います。

７４
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情報｛ｉｉ達唇｜練

ａｘ関係Ｓ関やＸ害１４応援協斃嶌結者と確実な連ぬ体鼈を構築するため、 加害嶌における・
四Ｚふ＿ 、Ａ ．ｆ．乙 －．．ＳＸ－ ｊｉ ｌｊ　ｇＭ　 ＝Ｉ Ｉｉ ｊＳ．｜－・ ａｓ ・－－ｙ　　　　 °　”・・・・ －・ －ｒ　 ㎜　 ■Ｓ ／一四－ ・　 ・”Ｓ　－

信回線のｉｌ絶四皿の破損■の事旗を想定し て、 多様な情報伝ま手ａに よる情報伝まｉｌｌ
練を実施します。
また、非常電源ａ備等を使Ｊ１１し、有効に活丿目で きる よう 訓練を実施し ます。

７ 動員ｌａ備ＳＩＩ練

災害応急対策 を４！期に実施するために必Ｓな人員を速やかに確ｆｇし、
・・

しま す。

８

体制 をと る訓練を 実施

事業所等防ｇｌ訓練

Ｘ害を想定して学校、甎院、その他ぷ４考定多数の市Ｒ・がｉ入り するａ築物において、 人命の
ｊｌ．－　ｌ・ ・、 －ゝ －Ｉ Ｊｌ ｌ　 ・● －● －・ ・１ ・ａ　 ｌ・ Ｓ－　 ミー　 －－　　 －－

保護を目 白１ として、 避難 ・救助回｜｜練を実施 しま す。 ４考 に、 水害 ・土砂災害の リス クがある学校に
おいては、避難訓練と 合わせた防災教育の実施に努め るも のどしま す。
また、事・所の責務と して、事・Ｓ続蓊舊の策定による非き体常ｌｌへの・えや従業員のｉａ難に備
えた 「・Ｊｉ ｉｄＳＳＩ練」や 「情報Ｒまｌｌｌ練」 等あＳな １１１練 をむいま す。

－７５



第３ 縦　 Ｘ害心急が策牡回　 第５ 章　消防 ・救兔、救助恬動

３　 加減Ｒび自主防顋、組織桴苞うＳ動

４　 事業所が担う活動

ＩＳ２・ まａＳＩＳ・
防災関係機関がな り組む救急救助自動Ｒび市Ｒ、 ｊｔ域、 事業所が担う救助き動のＦｊ９容は、次の
とお りと しま す。

へ 消防署を核と した救急救助活動

地震災害時の救急救助迅動は、 火炎等の緊急の度合いを考慮して、 塲防暑が現有資機材を有効
に？き用 しながら行いますｏ

ただ し、 鶚毀多Ｒ自りこ多数の・救助考がＲ生したる合は、本部長は必・にホじて、 市鶩員を吏
員するほ か、 警察Ｒび消防団等の防災関係機関に も協力を要請 し、 迅速かつ効果的な救急救助ほ
勣を行います。

Ｚ勁内容
－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９

（１ ）ｌｔＪＩ！Ｊは、救命措置をむ３－と Ｔる者を優先まｍ し、 軽傷者ｍ皿。 自生防Ｘ
組織Ｒび付ｉ！ｉ住Ｒに協力を求めて救■を行います。

（２）傷Ｓ者のａｔＳｉｘは、 救命を必Ｓと する者を優先 してＥ療橋・にＳｉｘ しま す。
（３）傷病者の救な手售のＳＷについて も、 ＪＩχｌｉｔを優先し、そのａｇ傷者は・訪日ｌ
員等の協力を得て応急手当を行います。

（４）救・ａ動において、 ｆｔＲＳがａａ状Ｓになら ないよう 、警吏１爽関Ｓの■力 を求
め、 スムーズなａ動の体制を確保します。

－１ １０

ｊｊｉ！ｉ動内容

（３）自衛惠防ほを祖織し、その計画に従って行動します。

各家庭におけるガス栓八びストーブ嚮、 大の元の安をを確認し、ね沍ｌのゆびか
けを行います。

（２）羝火ほか

火炎がＲ生したと きは、自 身の安を確保を第一と し消火５、可搬ポンプ等を利
ｍして初期消火に努めると とも に、 速やかに消防機関にｊ報し、その指示に従い
ます。ま た、 ぢ内会等の連絡網を垢かし、できる 限り ｔ域住Ｒの安否確認を行う
よう努めますｏ



２　 警察署のＳ動

第３ 編　災害応急が策計画　 第５ 章　消防 ・救急救助ほ動

　

警察署長は、 被害のｔ度に応じて、 署員を被ｘｊｉ域に派遣し、．・壊、９縦家屋等
からの救■、 救護Ｒび避難に遅れた者の９・、救護に努めます．

（２）ｍＳ・１１

①． きａｌ　・　 救・ａ・にあたっ ては、Ｍ壊家Ｊｉの多Ｒｊ４１１帯・び病恢、俘校、 その ｆｔ！！

多人数の集合する場所を重点に行います．

②． 救ｉ、救護ｇ・にあたっては、 ｆｙ有する加氤資ａ材のほか、 あら ゆる資材を
活万ｌし ．；Ｂ連な救護・ 救鴇措置を講 じま す．

③． きｉ したヵ■ｊきは、 応ｔ４・を加ｉしたのち、 救ｔほ、 救ａＷ４へり｜きＳぎ、又
は警察車両等を利ｊｌｌし、速やかにＫ療ａ関にな宕 します．

一一

３　 地域Ｒび自主防災組織の５ｉ動

　

①。 祖ほ内の被害状況を調をし、負傷ｔ等の９皿にｇめま す。

②．Ｗ皿機材を活回し、祖織白ち救助ｇ・に努め ます。

③。 白圭き９ｇ・がｌ難社場ｉ合は、・Ｓａ関又は警察等に速めし 、Ｊｉ！期救助を回り
ます。

④。 救助ａ・を行 うと きは、－ｉｆ能な・り 市ｌＴ村 、匹゙磯回、 警察と・絡をなり 、そ
の指導を受けるものと します。

（２）風水害八び土砂Ｘ害等による被Ｘ者等に夕ｔする救助ｇ・がぶ速白り確にむえるよ
う、 平常時か ら次の措置を行います。

①。 救助技術、救助ａ・の習熟

②。 救助活動用資機材の点検八びＪＩＩ練の実施

③． ｊ４ｔｌ域におけ る自 圭防災組ａと 事業湊・ との連携体制の確ｊＺ と回｜｜練の実施

４　 事業者等の活動

活動内容

（１ ）次によ り自主がＪな救ｌ！Ｊｇ・を行います。　　　　　　　　　　　、

①。 祖ａ内の被害状況をａＦを し、 １！傷ＪｌｔＳのｙｊｇｌｉｉｊｌに努めます。

②。 救助活動Ｊ１１資機材をａＪｎ し、 組織的救助ｇ動に努めます。

③。 自圭救助ｇＳが■難な場合は、 ■防４関又は警察等に連絡し、 碍－期救助を回り
ます。

④。 救助ａ動を行 うと きは 、５Ｔ能な回 り市１１１村、消防機関、 警察 と連絡をなり 、そ

の指導を受け るも のと しま す。

（２）ｊａ水害Ｘび土ｅ■害・による被Ｘ者等にｊ４する救助・・がｉｊ！速ＩＪ確にｆｉえ。るよ
う、 平常時から次の措置を行います。

　

－１１１－



第３ 編　災害応急対策計画　 第５ 章　消防 ・救急救助活動

５ 自衛ほのｉ動要請

災害ｊ４策本部Ｒは、 自衛ほｍ・のむＷがあると判ｌｉした場ｉ合には、第 ３ａｉ第 ２章第１ 節の 自衛
隊の災害派遣要請に基づき 、速やかに派遣要請手続き をと り、 自衛隊の部隊による牧ｍ・ 救護恬
動体制を とり ます。

６　 部隊間のＳ動調整

災害現場でな動する警察・ 消悒・自衛ほの部鼈は、必■にホじて、 合回調を所をな・ し、 ほ動
エリ ア・ 内容 ・手順、 情報き信手段等について、 部鶚、間の情報族有八びほ動調整、 必要に応 じた
部隊間の相五協力 を行いま す。 また 、災害現場で活動する 災害派遣Ｅ療チーム（ＤＭＡＴ ）等と
も密接に情報兵有を回 りつつ、 連携 してせ動する もの とし ます。

１１２

Ｒび訓
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第３ 編　 Ｘ害応急対策計画 第６ 章　避難対策

Ｉ第１・　・Ｓｌｊきｌ加・Ｓｉｌ

１　 実施責任者ａび実施のＲ作

田　実施責任者

市民の生芻、身体に危険をＸぼす水害やｊｉ震等が発生し 。又はＲ生する恐れが ある Ｓ合には法

靠に よっ て次のと おり 実施責作者が ｉｌＳ準備・ 高おき・ｉｌ難開Ｍ、 １１難勧告、 避難指示 （緊な）
災害Ｓ生情報等（ａ下 「避難勧告等」と いう 。） をＲ令します。

５ｊＬき ｊ混昌） ≒ふ ｊｔｌヅ⊃し 実施め９ィ牛 ヤブ………が呷琳７９？ｉ・４゛Ｓ『
警戒 レベ
ノレ３

避難準
備・ 高齢
者等避難
開始

市長 災害時‾匹と慮者に対
する遊離行動の開始

災害がを生する恐、れがある場合において、
災害時要髱慮者が避難行動を戛始する必
要が ある と認めら れる とき。

警戒 レベ
ノレ４

避難勧告

市長
（災害対策ぷ本法
第６０条）

をｍきの勧告八びを
ｊ！ き先の指示

「屋 Ｆむ安全確保」の指
一

万

氛苓かを生す る５れが 極め て尚 い場合に
おい て、 特に必要かお ると 認め られ ると
き。

知事
（災害対策ま本法
第６０条）

ＷＩの発まに より 、市がその釡態又は大部
分の事務を行 うこ とができ なく なっ たと
き。

警戒 レベ
ノレ４

ｔ難指示
（緊急）
等

市長
（災害対策ｔ本法
第６０条）

四ｋき及びを退き先
の指示

「屋内安全確保」 の指
一

手

Ｘ害が発まする恐れが極めて尚い場合に
おいて、 特に必要かお ると 認め られると
き。

知事
（災害笂策ぶ本法
第６０粂）

（《

加事及びその命を
受けた職員
（兆すべ り等防止
法第 ２５ 粂）

立退きの指示

地すべり によ り著 しい危険が・迫し てい
ると認め られると き。

加事及びその命を
受けた職員又は水
防管を者
（水防法第２９粂）

水又は高潮の氾濫によ り著 しい危険がリＪ
迫していると認め られると き。

警察官
（Ｘ害対策基本伍
第６１条）

な退 き及び立ｊ！ き先
の指示

「屋内安　確保」の指
一

万

市長が避難のための立ｍきおし くは 「ｍ内
安全確保」を指示する こと ができないと認
める とき。
市長から 要求があ った とき。

警察官
（警察官職務執行
法第 ４条） 警告Ｒび避難等の措

置

人

自蕉官
（自 衛Ｗ伍第 ９４
粂）

ｍＷ萢を芻せ られた耶ほ等の自 衛官は、
危険な本態がある場合において、警察官が
その場にいないと き。

警戒レペ
ノレ５

災害発
生情報

市長

命を 守る ため の最
善の行動を促す

４《
／

知事 ｙ？咎の発生によ り、 市がその全ち又は大部
分の 事務 を行 うこ とが でき なく なっ たと
き。

－１ １４



第３ 編　災害応急対策計回 第６ 章　き難が策

（２）避難勧告等がｊ１１せられる場台

薑難勧１を・の対象と なる災害素生があ ると 予想されるＩＳ合は、 次の とお りです。
｜　－

２

－

①． Ｘ害によ り同 ｜｜上流のＳｌｊまが１爽害をタ： け、 下ａｊｉｊまにメＩＳＩが ある とき。
②． ｊｉすべ り、 ＬＬｊく ずれ、ＳＪｉれＷによ る３１χが予おされる とき。
③。 火ＸがＸ下にｔ大するるれがあると き。
④。 柯Ｊ ＩＩ がむＳｎＥき水臭をａえ、 湊水がｌｌ生するるれがあると き。
⑤． ｊｌ！！Ｓに よるｊｌｌミＳ等のｉｌまに関 して、ｍ溽に対する応ｔｔ■まキｌｔに より
Ｘ害がｇ生するａれがあると判断されたとき。
心ｊ～● χ　 Ｓ－ Ｆｌ ｋ． ’ミ 回・ ゛・ ’Ｓ ・－　　 ”’■　　 ミー －』 ミー ・’ ‥ｒ ｆＷ －｜ ・り １－ り゛ １ゝ Ｑｔｏ

⑥． ＷｇＥｔ４に重大な被害を２えぼす！自火がミ素生すると 予９されると き。
⑦． ＷＵＥｔ４にｊＲ大なま肖をＲぼす４火がを生、 あるいは加ま している状ｌにあると き。
⑧。 その他、 鬯ｊＲの生芻又は身体をｊｊｌ害か ら保・するのにあＳと Ｓめ られると き。

ぎ難勧告等のＲ令

大害対策本部長は、羝示の嶌期、範回等を定 め、 次のｔ準によ りｊを難勧を等をＲ令 しま す。

（１ ）避難勧告等の判断基準

【羽ご
｀－ タ６ １１ 口可 びノ

＝ま汐之

あ

燹ぺ
避難準

ｔ蟲
がｏ

人的 被害が
Ｒ生 する危
険性 が高
まった状疣

・避難に時間 のかかる ＲＥ虚
者と その支援者はをｊきき避難
する。
・その他の人は立ｉ』１き 避難の
準備を整える とと もに、以後の
防災気余情報、水位情報等にな
意を払い、自発白蜃こ避難を瞿姑
する こと が望ましい。
・４考に、突発性が高く予測が困
難な土砂災害の危険性がある
区域や急激な水位上昇のおそ
れかおる ＭＪ ＩＩ 沿いでは、避難準
甑がまい次第、售該大害にせむ
した避難場所へをｊ！ き避難す
るこ とが強く 望まれる。

・水位観測所の水位が避難判断水位に
達し、さ らに上昇する５れがある場合。
・近隣で土砂災害の前兆現象（湧き
水、 地下水の濁りやまの変化） が只見
され る。
・大ｍ警報が発表 されてお り、 表Ｓｍ
ｔ指数の予測値が大ｍ警報 （浸水害）
基準に到達する場合（気象庁のを供し
てい る大ｍ警報（４水售） の袍詼度み
ちで 〔警戒〕）
・水位周知河川及びその他の河川につ
いて、流皿ｔ指数の予測まが洪水警
報基準に到達するＳ合

ｙ暫
がｏ

人的 被害が
発生 する危
険性 が明ら
かに 高まっ
た状況

・予想される災害に対応した
避難場所へ速やかに立ｊ１き避
難す るｏ
・避難場所への立ｊ１ き避難は
かえって命に危険を八ぼしか
ねな いと 自ら 判断する 鴇合に
は、 「遮隣の安全な場所」 ■１へ
の避難や、夕 しでも命が助かる
虱能性の高い避難行動 とし て、
「ｍ内安を確保」 ※２ を行 う。

・水位観親所の水位がた濫危険水位に
達した場合ｏ
・１ つのｔ区全体で床下浸水が発生す
る。

・近隣で土砂災害の前兆現象（斜豕崩
壊、 斜面のは らみ、擁を・ 道路等にク
ラッ ク） が発見される。
・土砂災害警戒情報がＲ表 された時
は、 状況を総合的に判縦した上で発令
する。
・大ｍ警報がち表されてお り、 表Ｅｉｍ
量匏数の予測まが大湊警報 （・水害）
基準に髱達してい る場合（気象胄のを
供している大雨警報（浸水害） の危険
度分布で 〔非常に危険〕）
・水位虱祕河川八びその他の河ＪＩ Ｉにつ
いて、流域ｍｔ社ｉ数の予測値が洪水丶
報基準を大き く超過する場合

腎ご
避難指

万） （゛

人的 被害が
発生 する危
険性 が非常
に高 まった
状況

・既に災害がＲ生 していても
おか しく ない極め て危険な状
菰と なってお り、 未だ避難 して
いない人は、 予想される災害に
筒応 したさ難蘓所へ緊急に避
難す る。

・水位観髓所の水位が堤防天端高に達
する恐れが高い場合。
・床上浸水が発圭する。
・そ隣で土め大害の前兆現象（ は」鳴
り、 流木の流ｍ、 斜ｉｉの亀裂等） がＲＩＬ
される。

１１５－



第３縦　Ｘ害心急対策計画　 第６章　き難筒策

・自然現象を対象とするため、 想定を超える規模の災害がＲ圭する こと や、 想定外の事象が発生
する こと もあるこ とか ら、 前兆現象、Ｓ視等によ り自 ら鼈集するａｔ情報、 戔。難行動の難易度（夜
回や暴風雨の中でのミ難等）等、必ずしも数値等で緊確にできないものも含めて、総合的な判断
を行 う必要がある こと。
・災害の原因となる現象がＲ生しているｔＥからの距離や地ミ的状況等によ り、 異なるａｙ３ 「」の避
難勧告等をＲ令するこ とが適切な場合もある こと。

急傾斜地の崩壊や土‾石流の発生など土砂災害の特ｔ生、雋所的な地形 ・ｔ質条件等のＷ因、 気象や
土めＸ害などの牡集できる情報、ミ難勧悟等の対象区域などを踏ま え、 総合蝎な判黠をしてお難勧
告等の発令を行う もの とす る。

（４）避難勧告等のｊｌ令基準 （火ＵＪ Ｉた害） ａび噴火警戒レベル

噴火警戒レベルは、火ＬＬｊａ・の状況に応じた ｒ・
・Ｊ　 ＿９　 １１ １１ ．． ・Ｊ ・．　 －　 一一 ■■　　・

Ｗ

区　分 発令 基準 範　囲

噴火警戒レベル４
（き難準備・高齢者等ミ難開始）

噴火警戒レベル４ （き難準備）が
発表されるな ど、 Ｒ住ｔ域に被害を
八ぼす噴火が素生する ことが予想
される（ ‾万能性が高 まってきている）
場合

を住ｔ域における万難対象地域
八び特定地域（大 口位置や大日』活
動の状疣によ りを令範囲をほ定又
は追加する場合あ り）

噴火警戒レベル５
（避難勧告）

噴火警戒レベル５ （お難） がＲ表
されるな ど、 居住地域に重 大な被
害を‾反ぼす噴火が発生又は嘔迫し
ている状態にあり、大の生命又は身
体をＸ害から保護する必９がある
亀合

居住加減におけるｔ難対象ｔ減
八び特定鳧嵬（大 口位きや火畆迅
動の状況 によ り発令範囲を戮定又
は追加する４合あり）噴火警戒レベル５

（避難指示（緊急））

ホ１ 「噺定麑域」 とは、火畆ミ象の壑響を受けるた険小生を勘案し、哢期き難が必要牡覧城と してき
定するま城のこと。本市は、「特定」七城」 に該当するｔ城はあり ません。
２　 降灰後の土ぞ流等の土や移動現象に対する避難については、噴火警戒レベルに応じた避難対
応に よら ず、 「土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する法律」 （八 下、
「土砂Ｘ害訪止悵」と いう 。） にまづき ｍ土交自省が実施する 緊急調をの結果を踏ま え、 協議会
等で対応を協議する必要が ある。
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第３ 編　災害応急対策計画

磐梯ＵＪ　噴火警戒 レベル

第６ 章　 避難対策

種Ｓ ｌｊ ４５称 齟 レベル

（キーワード） 火山活動の状・
住民等の行動及び登山者
・入山者等への対応 想定される１１象等

特

別

警

報

噴
火
警
報
⌒

居
住
地
域
－

又
は

噴
火
警
報

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ

り
火
口

側

５

一

避
難
－

居住ｔ域に重大な
被害を八ぼす噴火
が発圭、 あるいは切
迫している状態にあ
る。

危険な居住加減からの避
難等が必Ｗ。

・火口から概ね４ｋ心、内の居住
ｔ域に大きな噴でか飛散するよう
な噴火がＲ生、あるいはやＪ迫して
いる。
●火砕流・火砕サージ、融雪型
大けｊＥ流が居住地域に到達、あ
るいは切迫している。

過を事例
１８８８ 年７ １１ ５日 の噴火

４

⌒

避
難
準
備
－

居住地域に重大な
被害を八ぼす噴火
が発生すると予想さ
れる （鳫能性が高
まっている）。

警戒が必要な居住地域で
の避難準備等が必要。
要髱急、者及び特定ｔ域の
避難等が必要。

●火 口から概ね４ｋｍひ内 に大き
な噴石が飛散、火砕流・火砕
サージが流下するような噴大のを
圭、 またはそ のｉ万能性。
●火口から居住麑嵬近くまで、融
雪型火は」ミ流が居住地域に影響
を八ぼす噴火のｉＴ能性。

・を事例
有史ひ降の事例１こし

警

報

噴
火

警
報
⌒

火
口

周
辺
－

又
は

火
口

周
辺

警
報

火
口

か

ら
居
住
地
域
近
く
ま
で

３

一

入

山
規
制
－

居住ｔ域の近くま
で重大な影響を及
ぼすにの転回に
入った場合には生
命に危険が八ぶ）
噴火が発生、 あるい
は発生すると予想さ
れる。

住民は逐常の生な。
をロ』禁止・ 入ＬＵ規制など
危琲、なｔ域へのべＬ入規制
等。
状瓦に応じて特定地域の
ｉ！難、 要Ｒ盧者のき難準
備等が必要。

・大 口から概ね２ｋｍ以内 に大き
な噴石が飛散、火砕流・火砕
サージが流下するような噴火の発
生、 またはその‾ｉｌ能性。
１火口から居住ま域近くまで、融
雪型火畆龍流が９』達、またはそ
の可能性。

過去事例
有史ぷ降の事例なし

火
口

周
辺

２

⌒

火
口

周
２

規
制
－

火口 周ｉ２２ に影響を
八ぼすにの範囲に
入った場合には生
命に危険が八ぶ）
噴火が発生、 あるい
は発生すると予想さ
れる。

住ＲはＪ常の生活。
火口周ｍへの立入規制
等。
状況に応じて特定地域の
避難等が必９．

●火 口から概ねｌ ｋｍひ内 に大き
な噴石が飛散するような噴火の発
生、 またはその・能性。

過も事例
２０００ 年８ 力１５日
日ＳＩ」地震回数４７６回、有感知ｔ
震発生、 ＧＮＳＳ によるｔ殼変動に
若干の変イヒ、入 日』規笥、磐加牡お
ゴールドライン規制

予

報

噴
火
予

報

火
口

内
等

１

⌒

こ活
と火
に山
留で
意あ
゛る

火口ｊ活動は静穏。
火ＬＩ」 活動 の状態に
よっ て、 火口 内で火
口』灰の噴鴇等が乳
られるにの範回に
入った場合には生
命に危険が八ぶ）。

状況に応じて火口 内への
立入規制、特定地域の避
難準備等があ要。

・火 ＬＵ活動 は静穏。
・状況により火口 内に影響する
を度の火畆灰やロ』ガス等の噴
出。

ホ １　 ここでいう
する。
２
３

「噴石」 とは、主 として祖の影響を受けずに弾道を揃いて飛散する大き さの ものと

火口 ・と は、 鋼泓付近のＸ日火 口と ぶの平大 口をいう。
融雪型火ぼ１ミ流は積雪期のみ想定される。
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第３ 編　 大害応急対策計画 第６ 章　き難が策

ＩＳ１２１　 Ｓ４１１１＝きへのＳｊむ
帰宅困難者にがしては、本のホームページやＳＮ Ｓ等で氛害情報や交・情報等を掲載するほ
か、 あら かじ め指定した情報提供施設等で、 交瓏情報や一時蝎な居場所 として避難所情報をを供
しま す。

また、市内のホテル、 旅館業者等に対し て、 観光客等の一時受入等の協力を求め ます。

Ｉ第１　３Ｓ　ｆｔ！ｌｊｌ！ｌｉからの１１１きの！けみれ
磐梯ＬＩ」の噴火や東日本大震Ｘに伴うｇ子力ＲＳ所事故のよ うな大規模Ｘ害弯においては、周

ｉＺ７市り村や災害時加ｊ：ぶ援協定締結自 ？台４等が被Ｘした４あ合、被Ｘ自治体等から被Ｘ住Ｒ・入
の戛誚があったと きは、本市の体育館等の「ｊを期ｉｉ難者施ａ」 やぬきＵＥｔＥ・に■け入れる も’のと
しま す。

５、け入れにあた って は、 「一気援が策本部」等をａ・する等、４Ｒびｉｌ難自 治体 との皀接な協議・
連携によ り実施し ます。

なお、磐梯ロ』で火ＬＬ」災害が発生した場合に住Ｒ等が避難する場所Ｒび避難経路はｒ資料編（資
れ２ －５ －１ ）ｉｌ難所・ ｉｌＳＳ湊一覧袈 （４）磐梯ロ』の噴火にかかるｇ住ｊｌ域における避難場ｉ所
（避難所）ｊｌび避難経路」に定めるものと する。

ｌ　 ｆけ入れ対策について

（１ ）｛ｔｌ！市から のｉｌ・を■け入れる１台

①． Ｘ害肓相‾眤応・Ｓ定嶌瞞自？台４、ままｉｌＳＳｔ締縦ｉ自 治体などにおいて 、大規ａな被１
等を し、 被災住民受け入れの要望がある場合

②。 県がまＸ状況を４！ｌｊｌｉし、本市に要請した！あ台
③。 ま・市等から被ｊＪＩＲＲ■け入れのＳ・がある・台

（２）■け入れＳ勢について
①． ｊ§を・ｉｌ難Ｊヲｉのき万ｌ
他市等からの避難を受け入れる場合は、 原則 として、 市が指定する長期避難ｊミ９ｉをｇＭＩ
しま す。

②． ｇと の遂携
な域災害が災害救助法の適用と なり 、県の繰 り替え支弁に該色する場合、避難所のａ
置や人的体制など、その役割分担を協議 し、 ｌ確化し ます。
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第３ 編　大害応急笥策計舊　 第８ 章　応そ匹療 ・救護筒策

Ｉ第ＩＳ　ＳＩＥＳ４１
Ｘ害奏ｔ策本加は 、χ害Ｆ療情Ｓのな集を行 うと とも に、 その状Ｒに応 じた心急■療 （加奈）体
制を とり 、関係機関の協力を得て奥ｔ応にあたり ます。

１　 ・害医療情報の収集

（１ ）■療縦設等の被 １１１状Ｓ等の把・

（グ１社）会津若松Ｅ師会等の協力によ ち、を療施Ｒ等について調査を行い、被災状Ｒ等を
把握します。

①。 施ａのｌまま４犬Ｓ

②。 入Ｒ患きのちき八びおｉＲの必Ｓｔの有き

③． Ｅ縦行為の祖縦の－ｉｌぞＦ

④。 １爽Ｘ考ＸびＷ・縦さの来あ状況

（２）被災・療施匹への対Ｑ；

被災状況に応 じて、入院患者等の転院等のが応が必要な場合は、消防署等関｛示磯回 との連
携のもと ｊ４応します。

（３）■療・Ｓの把握

Ｆ療加ｉＲ・の披Ｘ状況、蕎砌ｉ毫等関｛示ａ関からの被Ｘ者等の情報によ り、 四皿をを１握
しま す。

２ 医療救護班の編成

笑害対策本部は、 会津若松Ｅ節会にＥ療救護班の編成 ・出動を７請 しま す。

Ｅ療救護班は、原則と してＥ師を班長と し、 看護師、 事務員、 市職員を連絡員と して髱置しま
す。

なお、会津ｔ松Ｅ師会 は、 自ら 必要 とＥめた場合は、 回読を待たずに受入Ｅ療機関の受け入れ

体犒の確立ＲびＥ療救護班の編成・ 皀動を訝い、 傷病者のを療 （救援） ほ東ヵにあた ります。
この場合、会津若松Ｅ師会は直ちに災古社策本部にＪ報すると とも に、 救護ほのを售、連絡、
患者等搬送車両の手髱等のため連絡員の派遣を回読するものと しま す。

３　 救護所のａ置

状況に応 じ、 避難所、 災害現場、χ療機関等に臨時の救護所を設置します。

４　 傷病者等の搬送

傷病者の搬送に１，Ｗな救急車両等については、 ・防暑、 Ｅ療機関、関係機関等の自動を９諳し
ます。

Ｋ療救護ａ動がＰヨ滑に実施できる よう 、Ｅ療救護班等の搬送にあたっては、搬送手ａの優先白ＩＪ
な確保な と、 特ｊ３「」な ｉａ慮を しま す。

５ ９入医療機関

Ｋ療施戮等の被Ｘ状況 とＦ療需娶等から 、救護所から搬送 され る重傷病者の受入医療磯回を
確保 しま す。
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第３ 縦　災害応兔、筒策計画　 第８章　ち兔ミ療 ・救護筒策

６　 県への協力要請

Ｘ害救助法が適篦された後 に、 Ｅ療 （助 産） 救護の必要か おる とおめられる とき 、又は災害の

程度によ り市の能力を もってしては対応が十分ではないとおめ られると きは、県に対し協力を
要請 しま す。

７ 日本赤十字社福島県ま部への協力要請

大害の規模が収範回にわた り、 Ｅ療 （助産） 対象者が多数である等多数の蚤嫣・ 罨謹師等を

必・ とする場合は、県を逼じて、あ るいは直接日 本赤十字社福島県支部に協力を・請 しま す。

Ｉ第２節　医療救護ａび助産対策

Ｅ療救護の５１１力内容

Ｅ療救護は原則と してＥ療救護班が救護所において、 下記のと おり 実施 しま す。
ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －－ 一一

Ｅ療 救護の活動内容

（１ ）被災考の１・加こよ るｉｌＳ Ｉ」 （ト リア ージ）

（２）・病考にがする皿皿なＥ縦

（３）Ｅ療皿へのねきのＳｇ八 びＪＩＲＬの決ＩＥ

（４）被■者の夕Ｅｌｔの確ＳＲび遺体の４素案

（５）その他必９に応じた加Ｒ

２　 助産活動

災害発生によ り励ま実施を戛する場合は、助産施設を有するＥ療機関等によ り行いま す。
なお、妊婦の移送については、 必要に応 じて消防暑、 Ｅ療機関、関係機関の芭動を要請しま
す。

ｌｌ３・　ＩＳｉＳ・１の顎亂
救護ａ・に必・な苓皿等については、市ｊＳヲＭ４ｉ台と のＸＷｎ考応援Ｓｔに より 、も要な薬剤等

の確保を回る とと もにい福ＳもＭ災害時医薬ａ等備蓄事業実施Ｓ綱」・ 「福ａ県災害時衛生材料
等備蓄実施事業実施９綱」 ・「福島県災害時Ｋ薬品等供給マニュアル」 にＪＩづき、Ｗに要請を行
います。

また、緊急をＳする場合は、直接市入札参加資格を録者の中か ら、濕達万能な業者を選定 し調
達し ます。
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第３編　災害応急対策計画 第１ １章　廃棄Ｓタｔ策 ・防疫等ｇ・

３ 防疫５ｉ勤に心Ｓな携行資Ｍ補給方２

市備蓄薬剤を使用する もの とし、ｆＪｉ した場合の補給方法は、関係機関等の協力に より 補給し
ふます。

（１ ）ｉきの■加ｉ
①。 県のｌ示にＪｉｋづき 実１奈
消毒の実施に あた って は、 厚生労働省令の規定に従い、県の指示に基づき行いま す。

②。 戛あの所・ＭをＷｉし、きやかにｆｉ４ｆａを確認の うえ、ンド・おを調ま し必Ｗな４所にｉａ
置し ます。

（２）そ族ｊｌ・等の・除
①． Ｍのｍ示にＪＩづき実施
そ族Ｍ虫等の駆除の実施にあたっては、 厚生労働省令の規定に従い行います。

②． ｉＳｊｉｌの ｊモタｉｌｊｉをＳけ１し 、ｉまやかに４おＪｔを４認の うえ、ｆｌｊをＳまし必ＳなＳ所にｉ！
置し ます。

（３）生・のＪｉｌｌこ９ｔされる水の｛Ｊｔｇ
①。 ぶのｍ示にＪＩづき、奄 か々にね水車剛こよ る生き万１水の供ねを開始ｔ、琉水１享止期間中
継続 して給水 しま す。

②。 生ａＪ４１水 の供ね力まは 、貉器に よるきき、ろａＳによ るろ・ｇ水・現ｊきの実むｓｌ に応 じ崔
ｇＪな方法によって行います。 この際、 特にＲ水器の衛生管Ｓに留意します。

③。 生ｇＪＩ水の ｛ｓｔｌ ＪＩ｝搾まＭむに ｊ§ らないをまであっ ても 、Ｊ＝ＦＦ、 水 畜`等 にお ける 水の衛生Ｍ
ＪＩについて指導を徹たします。

（４）１９の予■■１１
予防接ａについては、 県の命令に基づき実施します。
実施にあたっ ては、ワ クチ ンの確保などを示達に行い、時期を失し ない よう 措置 しま す。

（５）■■・のＳｉｌＢ■■

ｊ！難所は、 県防疫担鳬職員の指導のも とに防疫き動を実施します。こ の着、、施ａ管ＳＩ者の
協力 を得て衛生指導の徹底を図 りま す。

４　 報告

（へ）感■症発・４犬Ｓの報告
警察、・防等の関４ｉａ関 、竟区の衛生ぬ織、そのｔのＭｇ回体の協力 を得て、咆奐ｔの状秕
を把握し、発きＥ状Ｓの概要、 患者発生の有ｔ、そ族ＪＩ虫類Ｓ除のｔｔ！１域指定の・否、 災害急、助法
適ＪＥ目 の有き、 そのｔ参考と なる 事１｛につい て、 速やかに会津ｆｉ９福祉事務所・を経Ｆｈして県
に報告し ます。

（２）防疫・・状Ｓの報告
災害防疫ａ動 を実施したと きは、防疫活動状況報告にＥ載する事躅、を県へ報告 しま す。

｜第５Ｓ 行方ＪＦｉｌ者の捜索ａび遺体の収容・ 取扱い・ Ｓ葬計・

災害対策本部 は、 警察署を中心とした関係機関に協力 し、 行方不明者の捜索並びに遺体の収容、
処ミＲびを葬を行いま す。

この場合においてｊ子方荐緊者の・け■等のま付窓口 を明確にする とと もに、家族等からの安
否確變について回答できる体制の構築に努めます。

１ 行方；；Ｆ日１１者の捜索Ｒび遺体の取り扱い

Ｘ害が策本部は、 Ｘ害で行カフＦ明 の４犬・にあ る者を筒象と して次に より 捜索 し、 遺湊をＲＲし
１． ４． Ｕ　 ｙｌ。ふ ｌｈぶ１ 、ｔ　 ｌ一

たと きは、これを収容 しま す。
ＳＳ　　 ・　 ・－・

また、タＥモが多数にのぼる場合、 また、大葬場が披Ｘして禾「」用できない場合を想定 し、 遺体の
保存のた め、 災害時応援協定を締結 した民間事業者等の協力を得て 、十分なｔの ドラ イア イス、
柩、 ・壺等の確保がで きる 体制 を目 指す とと もに、萢隣地力ぬまぢ回体の協力に よる大葬体鵯の・
備に努めます。

－１４６－



第３ 編　災害応急対策計画　 第１１章　廃棄物筒策・ 防疫等活動

（１ ）Ｘ害状況をを握 し、 捜索に必要な人数、車両、 その他必要な物資を宍ｔします。
（２）Ｗ察戛、があ関係瓶関と 崔絡調をのう え、 共鶚でま常を行います。
（３）を橄に必要な物資は、Ｗ４関 との査絡調まのう え確保し ます。
（４）ま体のを掫は、 Ｗも発圭の日 から ｉＴｔな璋万差やかに完了する よう 行います。

２　 遺体のミ扱い

Ｘ古社策本部 は、 民間本業所等の協力を求め 、り ｜ま しの あっ た遺体について、 ま葬までの取扱
いを行います。

（１ ）仮安ほ所については、Ｗ匹生逖イ才そのぬヨ湊施鼈、聯院等を対象に、状疣にぷじて適まセｔ
しま す。 Ｆ外遺体収容施設の仮設を要する場合は、これを整備 しま す。

（２）遺体の取扱いは、次の範回郎こおいて行います。
①。 竜。体の洗浄、ａ合バ肖毒等
②。 き体の一商保售
③。 検案 （Ｍｉ） 、検祖（丶察）八びをラＥ確認
④。 き湊ぼき所から火葬４への移ミ

３

４

９　葬　等

Ｘ害対策本部は、 遺４について埋葬等を行います。
（１ ）ｊｌ葬等をＲつた４台には、を葬台帳をイタ成します。
（２）ｊｌ葬は、歌の範囲Ｍこおいて、 でき る・ り棺等の・４あをもって、 ミ葬を実施する者にま給し
て行いま す。

①。 ４１ （付票品をきむ）
②。 きっぼ２えびｔＳ

（３）Ｘ害の状Ｒに応 じ、 その応ｔ措置としてＷａ葬をｔニｆいます。
（４）仮ａ葬の４所の確Ｓに努め、 む蔓に応 じて各ｇｊき管ＪＩ者へ依頼します。

安き情報の提供等

Ｘ害が策木部は、 親Ｓ・か らの安ｉ！ｉ確認の問い合わせに奥ｔ応でき る湊Ｍの構築を回 ります。
なお、ｔ供できる情報の範囲は次のとおりと しますが、本人が同意している場合は、 必ＳとＳ

■■㎜●　。

めるほ度においてを供する こと とします。
（１ ）同悟の親族 ・・ 被災者の悒所、負傷きしく は疾病の状Ｒ、連蹣先等
（２）親岑、、鶏Ｗ眺嘔、者‥ ｊ傷おし くは疾病の状況
（３）加入等 ‥保ちしている安石塊報の有無

－１４７－


